
JP 6015937 B2 2016.10.26

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）成分：炭素原子数２のアルキレンオキサイドユニットを有し且つ重合性基を少な
くとも２つ有する化合物、
　（Ｂ）成分：光重合開始剤、及び
　（Ｃ）成分：界面活性剤を含み、
　前記化合物は、エトキシ化ペンタエリスリトールテトラアクリレート、エトキシ化ペン
タエリスリトールテトラメタクリレート、エトキシ化ジペンタエリスリトールヘキサアク
リレートまたはこれらの組み合わせであり、そして
　該（Ｂ）成分の含有量は、該（Ａ）成分及び該（Ｂ）成分の総質量に対して０．５ｐｈ
ｒ乃至３０ｐｈｒである、インプリント材料。
【請求項２】
　前記（Ａ）成分の分子量に対する前記（Ａ）成分中のアルキレンオキサイドユニットの
分子量の割合が７％以上８０％以下である請求項１に記載のインプリント材料。
【請求項３】
　前記（Ａ）成分のほかに、（Ａ’）成分として重合性基を少なくとも２つ有し且つ炭素
原子数２または３のアルキレンオキサイドユニットを有さない化合物を更に含有する、請
求項１に記載のインプリント材料。
【請求項４】
　前記（Ａ’）成分と（Ａ）成分の合計１００質量部に対する前記（Ａ）成分の割合は１
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０質量部以上１００質量部未満である、請求項３に記載のインプリント材料。
【請求項５】
　（Ｄ）成分として溶剤を更に含有する、請求項１乃至請求項４のいずれか一項に記載の
インプリント材料。
【請求項６】
　請求項１乃至請求項５のいずれか一項に記載のインプリント材料を基材に塗布して膜を
形成する工程、及び
光インプリント装置を用いて、形成された前記膜に、パターンが形成されたモールドを接
触させ、そして該膜を加圧するとともに光硬化させ、その後離型することにより、前記パ
ターンが転写された膜を作製する工程、を含む、
パターン転写膜の作製方法。
【請求項７】
　請求項６に記載のパターン転写膜を基材上に備えた部材を使用する固体撮像装置の製造
方法。
【請求項８】
　請求項６に記載のパターン転写膜を基材上に備えた部材を使用するＬＥＤデバイスの製
造方法。
【請求項９】
　請求項６に記載のパターン転写膜を基材上に備えた部材を使用する太陽電池の製造方法
。
【請求項１０】
　請求項６に記載のパターン転写膜を基材上に備えた部材を使用するディスプレイの製造
方法。
【請求項１１】
　請求項６に記載のパターン転写膜を基材上に備えた部材を使用する電子デバイスの製造
方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インプリント材料、及び当該材料から作製され、パターンが転写された膜に
関する。より詳しくは、パターンが転写された後も高い耐擦傷性を有するインプリント材
料、並びに当該材料から作製され、パターンが転写された膜に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　１９９５年、現プリンストン大学のチョウ教授らがナノインプリントリソグラフィとい
う新たな技術を提唱した（特許文献１）。ナノインプリントリソグラフィは、任意のパタ
ーンを有する、モールドを樹脂膜が形成された基材と接触させ、当該樹脂膜を加圧すると
共に、熱または光を外部刺激として用い、目的のパターンを硬化された当該樹脂膜に形成
する技術であり、このナノインプリントリソグラフィは、従来の半導体デバイス製造にお
ける光リソグラフィ等に比べて簡便・安価にナノスケールの加工が可能であるという利点
を有する。
　したがって、ナノインプリントリソグラフィは、光リソグラフィ技術に代わり、半導体
デバイス、オプトデバイス、ディスプレイ、記憶媒体、バイオチップ等の製造への適用が
期待されている技術であることから、ナノインプリントリソグラフィに用いる光ナノイン
プリントリソグラフィ用硬化性組成物について様々な報告がなされている（特許文献２、
特許文献３）。
【０００３】
　しかし、これまでにナノインプリントリソグラフィに用いる材料（以下、本明細書では
「インプリント材料」と表現する。）として種々の材料が開示されているものの、凹凸パ
ターン等の構造物を作製した後に擦傷性試験を行い、その結果高い耐擦傷性を保持してい
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ることを示した材料の報告はなされているとはいえない。一方で、固体撮像装置、太陽電
池、ＬＥＤデバイス、ディスプレイなどの製品では、その内部または表面に作製した構造
物に対して耐擦傷性を求められることがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第５７７２９０５号明細書
【特許文献２】特開２００８－１０５４１４号公報
【特許文献３】特開２００８－２０２０２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、上記の事情に基づいてなされたものであり、その解決しようとする課題は、
パターンが転写された後も高い耐擦傷性を有するインプリント材料を提供することであり
、当該材料から作製され、パターンが転写された膜を提供することである。具体的には、
パターンを転写した後の膜に対してスチールウール擦傷試験を行ったときに傷の本数が１
０本以下のインプリント材料を提供することを目的とする。
　また、本明細書では、形成されるパターンサイズがナノメートルオーダーに限らず、例
えば、マイクロメートルオーダーである場合を含む光ナノインプリント技術を光インプリ
ントと称する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　膜の耐擦傷性を向上させるために、その膜の硬度を高めること、またはその膜の表面の
滑り性を高めることが考えられる。本発明者らは、凹凸構造等のパターンを有する膜では
、その膜の硬度を高めるよりも、その膜の表面の滑り性を高める方が、傷が形成されにく
いことを見出した結果、炭素原子数２または３のアルキレンオキサイドユニットを有し且
つ重合性基を有する化合物、及び光重合開始剤を使用することにより本発明を完成するに
至った。
　すなわち、本発明は、
（Ａ）成分：炭素原子数２または３のアルキレンオキサイドユニットを有し且つ重合性基
を少なくとも２つ有する化合物、及び
（Ｂ）成分：光重合開始剤
を含むインプリント材料に関する。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明のインプリント材料では、分子内に炭素原子数２または３のアルキレンオキサイ
ドユニットを有し且つ重合性基を少なくとも２つ有する化合物を使用しているため、当該
インプリント材料から作製され、パターンが転写された膜は、そのパターン上でスチール
ウール擦傷試験を行っても傷の発生が１０本以下であり、傷が５０本以上発生していた従
来の膜よりもはるかに少ない。
　本発明のインプリント材料は、光硬化が可能であり、且つモールドの離型時にパターン
の一部の剥がれが生じないため、所望のパターンが正確に形成された膜が得られる。した
がって、良好な光インプリントのパターン形成が可能である。
　また、本発明のインプリント材料は、任意の基材上に製膜することができ、インプリン
ト後に形成される、パターンが転写された膜は、固体撮像装置、太陽電池、ＬＥＤデバイ
ス、ディスプレイなどの、耐擦傷性が求められる部材を使用する製品（電子デバイス）へ
好適に用いることができる。
　さらに、本発明のインプリント材料は、上記（Ａ）成分の化合物の種類及び含有割合を
変更することで、硬化速度、動的粘度、膜厚をコントロールすることができる。したがっ
て、本発明のインプリント材料は、製造するデバイス種と露光プロセス及び焼成プロセス
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の種類に対応した材料の設計が可能であり、プロセスマージンを拡大できるため、光学部
材の製造に好適に用いることができる。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本発明は、炭素原子数２または３のアルキレンオキサイドユニットを有し且つ重合性基
を少なくとも２つ有する化合物を使用することで、パターン転写後の膜へ耐擦傷性を付与
した点に特徴があり、すなわち（Ａ）炭素原子数２または３のアルキレンオキサイドユニ
ットを有し且つ重合性基を少なくとも２つ有する化合物及び（Ｂ）光重合開始剤を含むイ
ンプリント材料である。さらに、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分に加えて、（Ａ´）成分とし
て、重合性基を少なくとも２つ有し且つ炭素原子数２または３のアルキレンオキサイドユ
ニットを有さない化合物、（Ｃ）成分として界面活性剤及び（Ｄ）成分として溶剤からな
る群から選ばれる１以上の成分をも含有することのできるインプリント材料である。
　以下、各成分について詳細に説明する。
【０００９】
＜（Ａ）成分＞
　（Ａ）成分である、炭素原子数２または３のアルキレンオキサイドユニットを有し且つ
重合性基を少なくとも２つ有する化合物とは、１分子内に例えばエチレンオキサイドユニ
ットまたはプロピレンオキサイドユニットを１つ以上有し且つ重合性基を分子末端に２つ
以上有する化合物を表す。また、上記重合性基としては、例えば、アクリロイルオキシ基
、アクリロイル基、メタアクリロイルオキシ基及びメタアクリロイル基からなる群から選
ばれる少なくとも１種の有機基のことを指す。ここで、アクリロイルオキシ基はアクリロ
キシ基と、メタアクリロイルオキシ基はメタアクリロキシ基と表現されることがある。
【００１０】
　上記（Ａ）成分である化合物としては、例えば、エチレングリコールジアクリレート、
エチレングリコールジメタクリレート、ポリエチレングリコールジアクリレート、ポリエ
チレングリコールジメタクリレート、エトキシ化ビスフェノールＡジアクリレート、エト
キシ化ビスフェノールＡジメタクリレート、エトキシ化トリメチロールプロパントリアク
リレート、エトキシ化トリメチロールプロパントリメタクリレート、エトキシ化グリセリ
ントリアクリレート、エトキシ化グリセリントリメタクリレート、エトキシ化ペンタエリ
スリトールテトラアクリレート、エトキシ化ペンタエリスリトールテトラメタクリレート
、エトキシ化ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、ポリグリセリンモノエチレン
オキサイドポリアクリレート、ポリグリセリンポリエチレングリコールポリアクリレート
等が挙げられる。
【００１１】
　上記化合物は、市販品として入手が可能であり、その具体例としては、ＮＫエステルＡ
－２００、同Ａ－４００、同Ａ－６００、同Ａ－１０００、同１Ｇ、同２Ｇ、同３Ｇ、同
４Ｇ、同９Ｇ、同１４Ｇ、同２３Ｇ、同ＡＢＥ－３００、同Ａ－ＢＰＥ－４、同Ａ－ＢＰ
Ｅ－６、同Ａ－ＢＰＥ－１０、同Ａ－ＢＰＥ－２０、同Ａ－ＢＰＥ－３０、同ＢＰＥ－８
０Ｎ、同ＢＰＥ－１００Ｎ、同ＢＰＥ－２００、同ＢＰＥ－５００、同ＢＰＥ－９００、
同ＢＰＥ－１３００Ｎ、同Ａ－ＧＬＹ－３Ｅ、同Ａ－ＧＬＹ－９Ｅ、同Ａ－ＧＬＹ－２０
Ｅ、同Ａ－ＴＭＰＴ－３ＥＯ、同Ａ－ＴＭＰＴ－９ＥＯ、同ＡＴＭ－４Ｅ、同ＡＴＭ－３
５Ｅ（以上、新中村化学工業株式会社製）、ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＤＰＥＡ－１２
、同ＰＥＧ４００ＤＡ、同ＴＨＥ－３３０、同ＲＰ－１０４０（以上、日本化薬株式会社
製）、Ｍ－２１０、Ｍ－３５０（以上、東亞合成株式会社製）、等を挙げることができる
。
【００１２】
　上記（Ａ）成分である化合物は、単独または２種以上の組み合わせで使用することがで
きる。
【００１３】
＜（Ａ´）成分＞
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　（Ａ´）成分として、重合性基を少なくとも２つ有し且つ炭素原子数２または３のアル
キレンオキサイドユニットを有さない化合物としては、例えば、ジペンタエリスリトール
ヘキサアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサメタクリレート、ネオペンチルグリ
コールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、ペンタエリスリトー
ルトリアクリレート、ペンタエリスリトールトリメタクリレート、トリメチロールプロパ
ントリアクリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、トリシクロデカンジ
メタノールジアクリレート、トリシクロデカンジメタノールジメタクリレート、１，６－
ヘキサンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート等を挙げ
ることができる。
【００１４】
　上記化合物は、市販品として入手が可能であり、その具体例としては、ＫＡＹＡＲＡＤ
（登録商標）ＤＰＨＡ、同ＮＰＧＤＡ、同ＰＥＴ３０（以上、日本化薬株式会社製）、Ｎ
ＫエステルＡ－ＤＰＨ、同Ａ－ＴＭＰＴ、同Ａ－ＤＣＰ、同Ａ－ＨＤ－Ｎ、同ＴＭＰＴ、
同ＤＣＰ、同ＮＰＧ、同ＨＤ－Ｎ（以上、新中村化学工業株式会社製）等を挙げることが
できる。
【００１５】
　本発明に含まれる（Ａ）成分は、パターン転写後の膜に対して耐擦傷性を付与すること
ができる。炭素原子数２または３のアルキレンオキサイドユニットの含有量については、
分子量計算において１分子あたりの炭素原子数２または３のアルキレンオキサイドユニッ
ト濃度が７％以上８０％以下、好ましくは２０％以上８０％以下、より好ましくは２２％
以上７８％以下である。炭素原子数２または３のアルキレンオキサイドユニット濃度が７
％より小さいと、そのような（Ａ）成分を含むインプリント材料から作製され、パターン
が転写された膜は、耐擦傷性に劣る場合がある。ここでアルキレンオキサイドユニット濃
度とは、（Ａ）成分の分子量に対するその（Ａ）成分のアルキレンオキサイドユニットの
分子量の割合を表す。本発明に含まれる（Ａ）成分が２種以上の化合物からなる場合、及
び本発明が（Ａ）成分に加えて（Ａ´）成分を含む場合は、後述する式（１）または式（
２）を適用した、炭素原子数２または３のアルキレンオキサイドユニット濃度が７％以上
８０％以下、好ましくは２０％以上８０％以下、より好ましくは２２％以上７８％以下で
ある。また、本発明が（Ａ）成分に加えて（Ａ´）成分を含む場合、（Ａ）成分と（Ａ´
）成分の合計１００質量部に対する（Ａ）成分の割合は、１０質量部以上１００質量部未
満であることが好ましい。（Ａ）成分の割合が１０質量部より小さいと、当該（Ａ）成分
及び（Ａ´）成分を含むインプリント材料から作製され、パターンが転写された膜は、耐
擦傷性に劣る場合がある。
【００１６】
　例えば、（Ａ）成分である化合物Ａをｘ質量％（ｘは０＜ｘ≦１００を満たす正数）及
び（Ａ´）成分である化合物Ｂを（１００－ｘ）質量％含む場合の、アルキレンオキサイ
ドユニット濃度（％）は、下記式（１）で表される。ただし、化合物Ａのアルキレンオキ
サイドユニット１個当たりの分子量をＭO、化合物Ａの１分子当たりのアルキレンオキサ
イドユニットの数ｎA、化合物Ａ及びＢの分子量をそれぞれＭA，ＭBとする。ｘ＝１００
の場合は、（Ａ´）成分を含まないことを意味する。
　１００（ＭO×ｎA×ｘ）／｛（ＭA×ｘ）＋〔ＭB×（１００－ｘ）〕｝・・・（１）
　一方、（Ａ）成分が化合物Ａ1及びＡ2から成り、当該化合物Ａ1をｘ質量％（ｘは０＜
ｘ≦１００を満たす正数）及び化合物Ａ2を（１００－ｘ）質量％含む場合の、アルキレ
ンオキサイドユニット濃度（％）は、下記式（２）で表される。ただし、化合物Ａ1及び
Ａ2のアルキレンオキサイドユニット１個当たりの分子量をそれぞれＭO1，ＭO2、化合物
Ａ1及びＡ2の１分子当たりのアルキレンオキサイドユニットの数をそれぞれｎA1，ｎA2、
化合物Ａ1及びＡ2の分子量をそれぞれＭA1，ＭA2とする。ｘ＝１００の場合は、（Ａ）成
分が化合物Ａ1から成り化合物Ａ2を含まないことを意味する。
　１００｛（ＭO1×ｎA1×ｘ）＋〔ＭO2×ｎA2×（１００－ｘ）｝／｛（ＭA1×ｘ）＋〔
ＭA2×（１００－ｘ）〕｝・・・（２）
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　なお、炭素原子数２のアルキレンオキサイドユニットは（－Ｃ2Ｈ4－Ｏ－）で表され、
代表的にはエチレンオキサイドユニット（以下、本明細書では「ＥＯ」と略称する。）で
あり、その分子量ＭOとして４４を適用すればよい。炭素原子数３のアルキレンオキサイ
ドユニットは（－Ｃ3Ｈ6－Ｏ－）で表され、代表的にはプロピレンオキサイドユニットで
あり、その分子量ＭOとして５８を適用すればよい。
【００１７】
＜（Ｂ）成分＞
　（Ｂ）成分である光重合開始剤としては、例えば、ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシ－ｉｓ
ｏ－ブタレート、２，５－ジメチル－２，５－ビス（ベンゾイルジオキシ）ヘキサン、１
，４－ビス［α－（ｔｅｒｔ－ブチルジオキシ）－ｉｓｏ－プロポキシ］ベンゼン、ジ－
ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシド、２，５－ジメチル－２，５－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルジ
オキシ）ヘキセンヒドロペルオキシド、α－（ｉｓｏ－プロピルフェニル）－ｉｓｏ－プ
ロピルヒドロペルオキシド、２，５－ジメチルヘキサン、ｔｅｒｔ－ブチルヒドロペルオ
キシド、１，１－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルジオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘ
キサン、ブチル－４，４－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルジオキシ）バレレート、シクロヘキサ
ノンペルオキシド、２，２’，５，５’－テトラ（ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシカルボニ
ル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシカルボ
ニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔｅｒｔ－アミルペルオキシカル
ボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔｅｒｔ－ヘキシルペルオキシ
カルボニル）ベンゾフェノン、３，３’－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシカルボニル
）－４，４’－ジカルボキシベンゾフェノン、ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシベンゾエート
、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルジペルオキシイソフタレート等の有機過酸化物、９，１０－アン
トラキノン、１－クロロアントラキノン、２－クロロアントラキノン、オクタメチルアン
トラキノン、１，２－ベンズアントラキノン等のキノン類、ベンゾインメチル、ベンゾイ
ンエチルエーテル、α－メチルベンゾイン、α－フェニルベンゾイン等のベンゾイン誘導
体、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、１－ヒドロキシ－シク
ロヘキシル－フェニル－ケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－プロパン
－１－オン、１－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）－フェニル］－２－ヒドロキシ－２
－メチル－１－プロパン－１－オン、２－ヒドロキシ－１－［４－｛４－（２－ヒドロキ
シ－２－メチル－プロピオニル）ベンジル｝－フェニル］－２－メチル－プロパン－１－
オン、フェニルグリオキシリックアシッドメチルエステル、２－メチル－１－［４－（メ
チルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプロパン－１－オン、２－ベンジル－２－ジメ
チルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノン－１、２－ジメチルアミノ－
２－（４－メチル－ベンジル）－１－（４－モリフォリン－４－イル－フェニル）－ブタ
ン－１－オン、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルフォスフィンオキ
サイド、２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニル－フォスフィンオキサイド、１
，２－オクタンジオン，１－［４－（フェニルチオ）－，２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム
）］、エタノン，１－［９－エチル－６－（２－メチルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾー
ル－３－イル］－，１－（Ｏ－アセチルオキシム）等の光ラジカル発生剤が挙げられるが
、光硬化時に使用する光源に吸収をもつものであれば、特に限定されない。
【００１８】
　上記化合物は、市販品として入手が可能であり、その具体例としては、ＩＲＧＡＣＵＲ
Ｅ（登録商標）６５１、同１８４、同５００、同２９５９、同１２７、同７５４、同９０
７、同３６９、同３７９、同３７９ＥＧ、同８１９、同８１９ＤＷ、同１８００、同１８
７０、同７８４、同ＯＸＥ０１、同ＯＸＥ０２、同２５０、ＤＡＲＯＣＵＲ（登録商標）
１１７３、同ＭＢＦ、同ＴＰＯ、同４２６５（以上、ＢＡＳＦジャパン株式会社製）、Ｋ
ＡＹＡＣＵＲＥ－ＤＥＴＸ、同ＭＢＰ、同ＤＭＢＩ、同ＥＰＡ、同ＯＡ（以上、日本化薬
株式会社製）、ＶＩＣＵＲＥ－１０、同５５（以上、ＳＴＡＵＦＦＥＲ　Ｃｏ．ＬＴＤ製
）、ＥＳＡＣＵＲＥ　ＫＩＰ１５０、同ＴＺＴ、同１００１、同ＫＴＯ４６、同ＫＢ１、
同ＫＬ２００、同ＫＳ３００、同ＥＢ３、トリアジン－ＰＭＳ、トリアジンＡ、トリアジ
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ンＢ（以上、日本シイベルヘグナー株式会社製）、アデカオプトマ－Ｎ－１７１７、同Ｎ
－１４１４、同Ｎ－１６０６（株式会社ＡＤＥＫＡ（旧旭電化工業株式会社）製）等が挙
げられる。
【００１９】
　上記光重合開始剤は、単独または２種以上の組み合わせで使用することができる。
【００２０】
　本発明のインプリント材料における（Ｂ）成分の含有量は、上記（Ａ）成分及び上記（
Ｂ）成分の総質量に対して、０．５ｐｈｒ乃至３０ｐｈｒであることが好ましく、１ｐｈ
ｒ乃至２０ｐｈｒであることがより好ましい。この割合が０．１ｐｈｒ以下の場合には、
十分な硬化性が得られず、パターニング特性の悪化及び耐擦傷性の低下が起こるからであ
る。ここで、ｐｈｒとは、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の総質量１００ｇに対する、光重合
開始剤の質量を表す。
【００２１】
＜（Ｃ）成分＞
　本発明のインプリント材料は（Ｃ）成分として界面活性剤を含有しても良い。（Ｃ）成
分である界面活性剤を含む場合は、得られる塗膜の製膜性を調整する役割を果たす。
　界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチ
レンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンアセチルエーテル、ポリオキシエチレンオ
レインエーテル等のポリオキシエチレンアルキルエーテル類、ポリオキシエチレンオクチ
ルフェ二ルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル等のポリオキシエチレ
ンアルキルアリールエーテル類、ポリオキシエチレン・ポリオキシプロピレンブロックコ
ポリマー類、ソルビタンモノラウレート、ソルビタンモノパルミテート、ソルビタンモノ
ステアレート、ソルビタンモノオレエート、ソルビタントリオレエート、ソルビタントリ
ステアレート等のソルビタン脂肪酸エステル類、ポリオキシエチレンソルビタンモノラウ
レート、ポリオキシエチレンソルビタンモノパルミテート、ポリオキシエチレンソルビタ
ンモノステアレート、ポリオキシエチレンソルビタントリオレエート、ポリオキシエチレ
ンソルビタントリステアレート等のポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル類等の
ノニオン系界面活性剤、エフトップ（登録商標）ＥＦ３０１、同ＥＦ３０３、同ＥＦ３５
２（三菱マテリアル電子化成株式会社）、メガファック（登録商標）Ｆ１７１、同Ｆ１７
３、同Ｒ－０８、同Ｒ－３０（ＤＩＣ株式会社製）、フロラードＦＣ４３０、同ＦＣ４３
１（住友スリーエム株式会社製）、アサヒガード（登録商標）ＡＧ７１０、サーフロン（
登録商標）Ｓ－３８２、同ＳＣ１０１、同ＳＣ１０２、同ＳＣ１０３、同ＳＣ１０４、同
ＳＣ１０５、同ＳＣ１０６（旭硝子株式会社製）等のフッ素系界面活性剤、及びオルガノ
シロキサンポリマーＫＰ３４１（信越化学工業株式会社製）、ＢＹＫ（登録商標）－３０
２、同－３０７、同－３２２、同－３２３、同－３３０、同－３３３、同－３７０、同－
３７５、同－３７８、同－ＵＶ３５００、同－ＵＶ３５７０（ビックケミー・ジャパン株
式会社製）等を挙げることができる。
【００２２】
　上記界面活性剤は、単独または２種以上の組み合わせで使用することができる。界面活
性剤が使用される場合、その割合は、上記（Ａ）成分及び上記（Ｂ）成分の総質量に対し
て、好ましくは０．０１ｐｈｒ乃至２０ｐｈｒ、より好ましくは０．０１ｐｈｒ乃至１０
ｐｈｒである。
【００２３】
＜（Ｄ）成分＞
　本発明のインプリント材料は（Ｄ）成分として溶剤を含有しても良い。（Ｄ）成分であ
る溶剤を含む場合は、（Ａ）成分である化合物の粘度調節の役割を果たす。本発明の場合
、溶剤の使用は任意であるが、通常は溶剤を必要としない。
【００２４】
　上記溶剤としては、例えば、トルエン、ｐ－キシレン、ｏ－キシレン、スチレン、エチ
レングリコールジメチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、エチレン
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グリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコール、プロピレングリコールモノエチ
ルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノイソプロ
ピルエーテル、エチレングリコールメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモ
ノメチルエーテルアセテート、エチレングリコールエチルエーテルアセテート、ジエチレ
ングリコ－ルジメチルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテル、エチレング
リコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジプロピレング
リコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレン
グリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノエチルエーテルアセテート、ジエチレングリコール、１－オクタノール、
エチレングリコール、ヘキシレングリコール、ジアセトンアルコール、フルフリルアルコ
ール、テトラヒドロフルフリルアルコール、プロピレングリコール、ベンジルアルコール
、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、γ－ブ
チロラクトン、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソプロピルケトン、ジエチルケ
トン、メチルイソブチルケトン、メチルｎ－ブチルケトン、シクロヘキサノン、２－ヘプ
タノン、酢酸エチル、酢酸イソプロピルケトン、酢酸ｎ－プロピル、酢酸イソブチル、酢
酸ｎ－ブチル、酢酸メチルエステル、酢酸エチルエステル、乳酸エチル、メタノール、エ
タノール、イソプロパノール、ｔｅｒｔ－ブタノール、アリルアルコール、ｎ－プロパノ
ール、２－メチル－２－ブタノール、イソブタノール、ｎ－ブタノール、２－メチル－１
－ブタノール、１－ペンタノール、２－メチル－１－ペンタノール、２－エチルヘキサノ
ール、１－オクタノール、エチレングリコール、ヘキシレングリコール、トリメチレング
リコール、１－メトキシ－２－ブタノール、ジアセトンアルコール、フルフリルアルコー
ル、テトラヒドロフリフリルアルコール、プロピレングリコール、ベンジルアルコール、
イソプロピルエーテル、１，４－ジオキサン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－
ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドン、１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノ
ン、ジメチルスルホキシド、Ｎ－シクロヘキシル－２－ピロリジン等が挙げられ、上記（
Ａ）成分の粘度を調節することができるものであれば、特に限定されるものではない。
【００２５】
　しかし、（Ａ）成分である化合物及び（Ｂ）成分である光重合開始剤との相溶性の観点
から、好ましくは、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレング
リコールモノメチルエーテル、γ－ブチロラクトン、Ｎ－メチルピロリドン、メタノール
、エタノール、イソプロパノール、ｔｅｒｔ－ブタノール、ｎ－ブタノール、ジアセトン
アルコール、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、エチレングリコ
ール、プロピレングリコール、ヘキシレングリコール、エチレングリコールモノメチルエ
ーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテ
ル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテ
ル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテ
ル、シクロヘキサノン、酢酸メチルエステル、酢酸エチルエステル等である。
【００２６】
　上記溶剤は、単独または２種以上の組み合わせで使用することができる。
【００２７】
　本発明のインプリント材料は、本発明の効果を損なわない限りにおいて、必要に応じて
、エポキシ化合物、光酸発生剤、光増感剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、密着補助剤及び
離型性向上剤から選ばれる少なくとも１種の添加剤を更に含有することができる。
【００２８】
　上記エポキシ化合物は、エポキシ基またはオキシラン環を少なくとも１つ有する化合物
であり、例えば、エポリード（登録商標）ＧＴ－４０１、同ＰＢ３６００、セロキサイド
（登録商標）２０２１Ｐ、同２０００、同３０００、ＥＨＰＥ３１５０、ＥＨＰＥ３１５
０ＣＥ、サイクロマー（登録商標）Ｍ１００（以上、ダイセル化学工業株式会社製）、Ｅ
ＰＩＣＬＯＮ（登録商標）８４０、同８４０－Ｓ、同Ｎ－６６０、同Ｎ－６７３－８０Ｍ
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（以上、ＤＩＣ株式会社製）等が挙げられる。
【００２９】
　上記光酸発生剤としては、ＩＲＧＡＣＵＲＥ（登録商標）ＰＡＧ１０３、同ＰＡＧ１０
８、同ＰＡＧ１２１、同ＰＡＧ２０３、同ＣＧＩ７２５（以上、ＢＡＳＦジャパン株式会
社製）、ＷＰＡＧ－１４５、ＷＰＡＧ－１７０、ＷＰＡＧ－１９９、ＷＰＡＧ－２８１、
ＷＰＡＧ－３３６、ＷＰＡＧ－３６７（以上、和光純薬工業株式会社製）、ＴＦＥ－トリ
アジン、ＴＭＥ－トリアジン、ＭＰ－トリアジン、ジメトキシトリアジン、ＴＳ－９１、
ＴＳ－０１（株式会社三和ケミカル製）等が挙げられる。
【００３０】
　上記光増感剤としては、例えば、チオキサンテン系、キサンテン系、ケトン系、チオピ
リリウム塩系、ベーススチリル系、メロシアニン系、３－置換クマリン系、３，４－置換
クマリン系、シアニン系、アクリジン系、チアジン系、フェノチアジン系、アントラセン
系、コロネン系、ベンズアントラセン系、ペリレン系、ケトクマリン系、フマリン系、ボ
レート系等が挙げられる。
【００３１】
　上記光増感剤は、単独または２種以上の組み合わせで使用することができる。当該光増
感剤を用いることによって、ＵＶ領域の波長を調整することもできる。
【００３２】
　上記紫外線吸収剤としては、例えば、ＴＩＮＵＶＩＮ（登録商標）ＰＳ、同９９－２、
同１０９、同３２８、同３８４－２、同４００、同４０５、同４６０、同４７７、同４７
９、同９００、同９２８、同１１３０、同１１１ＦＤＬ、同１２３、同１４４、同１５２
、同２９２、同５１００、同４００－ＤＷ、同４７７－ＤＷ、同９９－ＤＷ、同１２３－
ＤＷ、同５０５０、同５０６０、同５１５１（以上、ＢＡＳＦジャパン株式会社）等が挙
げられる。
【００３３】
　上記紫外線吸収剤は、単独または２種以上の組み合わせで使用することができる。当該
紫外線吸収剤を用いることによって、光硬化時に膜の最表面の硬化速度を制御することが
でき、離型性を向上できる場合がある。
【００３４】
　上記酸化防止剤としては、例えば、ＩＲＧＡＮＯＸ（登録商標）１０１０、同１０３５
、同１０７６、同１１３５、同１５２０Ｌ（以上、ＢＡＳＦジャパン株式会社）等が挙げ
られる。
【００３５】
　上記酸化防止剤は、単独または２種以上の組み合わせで使用することができる。当該酸
化防止剤を用いることで、酸化によって膜が黄色に変色することを防止することができる
。
【００３６】
　上記密着補助剤としては、例えば、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、
３－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン等が挙げられる。当該密着補助剤を用いる
ことによって、基材との密着性が向上する。当該密着補助剤の含有量は、上記（Ａ）成分
及び上記（Ｂ）成分の総質量に対して、好ましくは５ｐｈｒ乃至５０ｐｈｒ、より好まし
くは１０ｐｈｒ乃至５０ｐｈｒである。
【００３７】
　上記離型性向上剤としては、シリコーンユニット含有化合物またはフッ素含有化合物が
挙げられる。シリコーンユニット含有化合物としては、Ｘ－２２－１６４、Ｘ－２２－１
６４ＡＳ、Ｘ－２２－１６４Ａ、Ｘ－２２－１６４Ｂ、Ｘ－２２－１６４Ｃ、Ｘ－２２－
１６４Ｅ、Ｘ－２２－１６３、Ｘ－２２－１６９ＡＳ、Ｘ－２２－１７４ＤＸ、Ｘ－２２
－２４２６、Ｘ－２２－９００２、Ｘ－２２－２４７５、Ｘ－２２－４９５２、ＫＦ－６
４３、Ｘ－２２－３４３、Ｘ－２２－２０４６（以上、信越化学工業株式会社製）等が挙
げられる。フッ素含有化合物としては、Ｒ－５４１０、Ｒ－１４２０、Ｍ－５４１０、Ｍ
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－１４２０、Ｅ－５４４４、Ｅ－７４３２、Ａ－１４３０、Ａ－１６３０（以上ダイキン
工業株式会社製）等が挙げられる。
【００３８】
　本発明のインプリント材料の調製方法は、特に限定されないが、（Ａ）成分、（Ａ´）
成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分が均一に混合した状態であれば良い。また
、（Ａ）成分乃至（Ｄ）成分を混合する際の順序は、均一な溶液が得られるなら問題なく
、特に限定されない。当該調製方法としては、例えば、（Ａ）成分に（Ｂ）成分を所定の
割合で混合する方法等が挙げられる。また、これに更に（Ｃ）成分及び（Ｄ）成分を混合
し、均一な溶液とする方法等も挙げられる。さらに、この調製方法の適当な段階において
、必要に応じて、その他の添加剤を更に添加して混合する方法が挙げられる。
【００３９】
　また、（Ｄ）成分である溶剤を用いる場合には、光照射前の膜及び光照射後の膜の少な
くとも一方に対し、溶剤を蒸発させる目的で、焼成しても良い。焼成機器としては、特に
限定されるものではなく、例えば、ホットプレート、オーブン、ファーネスを用いて、適
切な雰囲気下、すなわち大気、窒素等の不活性ガス、真空中等で焼成することができるも
のであればよい。焼成温度は、溶媒を蒸発させる目的では、特に限定されないが、例えば
、４０℃乃至２００℃で行うことができる。
【００４０】
　本発明のインプリント材料は、基材に塗布し光硬化することで所望の膜を得ることがで
きる。塗布方法としては、公知または周知の方法、例えば、スピンコート法、ディップ法
、フローコート法、インクジェット法、スプレー法、バーコート法、グラビアコート法、
スリットコート法、ロールコート法、転写印刷法、刷毛塗り、ブレードコート法、エアー
ナイフコート法等を挙げることができる。
【００４１】
　本発明のインプリント材料を塗布するための基材としては、例えば、シリコン、インジ
ウム錫酸化物（ＩＴＯ）が製膜されたガラス（ＩＴＯ基板）、シリコンナイトライド（Ｓ
ｉＮが製膜されたガラス（ＳｉＮ基板）、インジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ）が製膜された
ガラス、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）、
アクリル、プラスチック、ガラス、石英、セラミックス等からなる基材を挙げることがで
きる。また、可撓性を有するフレキシブル基材を用いることも可能である。
【００４２】
　本発明のインプリント材料を硬化させる光源としては、特に限定されないが、例えば、
高圧水銀ランプ、低圧水銀ランプ、メタルハライドランプ、ＫｒＦエキシマーレーザー、
ＡｒＦエキシマーレーザー、Ｆ2エキシマーレーザー、電子線（ＥＢ）、極端紫外線（Ｅ
ＵＶ）等を挙げることができる。また、波長は、一般的には、４３６ｎｍのＧ線、４０５
ｎｍのＨ線、３６５ｎｍのＩ線、またはＧＨＩ混合線を用いることができる。さらに、露
光量は、好ましくは、３０乃至２０００ｍＪ／ｃｍ2、より好ましくは３０乃至１０００
ｍＪ／ｃｍ2である。
【００４３】
　光インプリントを行う装置は、目的のパターンが得られれば、特に限定されないが、例
えば、東芝機械株式会社のＳＴ５０、Ｏｂｄｕｃａｔ社製のＳｉｎｄｒｅ（登録商標）６
０、明昌機構株式会社製のＮＭ－０８０１ＨＢ等の市販されている装置を用いることがで
きる。
【００４４】
　本発明で用いる光インプリント用に使用するモールド材としては、例えば、石英、シリ
コン、ニッケル、アルミナ、カルボニルシラン、グラッシーカーボン等を挙げることがで
きるが、目的のパターンが得られるなら、特に限定されない。また、モールドは、離型性
を高めるために、その表面にフッ素系化合物等の薄膜を形成する離型処理を行っても良い
。離型処理に用いる離型剤としては、例えば、ダイキン工業株式会社製のオプツール（登
録商標）ＨＤ等が挙げられるが、目的のパターンが得られるなら、特に限定されない。
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【００４５】
　光インプリントのパターンは、目的の電子デバイスに適合したパターンを選択すればよ
く、パターンサイズもこれに準ずる。パターンサイズは、例えば、ナノメートルオーダー
及びマイクロメートルオーダーである。
【実施例】
【００４６】
　以下、実施例及び比較例を挙げて、本発明を更に詳しく説明するが、本発明は、これら
実施例に限定されるものでない。
【００４７】
［膜形成用塗布液の調製］
＜実施例１＞
　ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＤＰＥＡ－１２（日本化薬株式会社製、分子量：１０８０
）（以下、本明細書では「ＤＰＥＡ－１２」と略称する。）５ｇにＤＡＲＯＣＵＲ（登録
商標）１１７３（ＢＡＳＦジャパン株式会社製）（以下、本明細書では「ＤＡＲＯＣＵＲ
１１７３」と略称する。）を１ｇ（ＤＰＥＡ－１２の総質量に対して２０ｐｈｒ）加え、
インプリント材料ＰＮＩ－Ａ１を調製した。本実施例において、ＤＰＥＡ－１２は（Ａ）
成分に該当し、その１分子当たりのアルキレンオキサイドユニットの数は、ＥＯ（エチレ
ンオキサイドユニット）が１２個である。ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３は（Ｂ）成分に該当す
る。
【００４８】
＜実施例２＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＮＫエステルＡＴＭ－４Ｅ（新中村化学工業株式会社製、
分子量：５２９）（以下、本明細書では「ＡＴＭ－４Ｅ」と略称する。）に変更した以外
は、実施例１と同様にインプリント材料ＰＮＩ－Ａ２を調製した。本実施例において、Ａ
ＴＭ－４Ｅは（Ａ）成分に該当し、その１分子当たりのアルキレンオキサイドユニットの
数は、ＥＯが４個である。
【００４９】
＜実施例３＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＮＫエステルＡ－ＴＭＰＴ－３ＥＯ（新中村化学工業株式
会社製、分子量：４２８）（以下、本明細書では「Ａ－ＴＭＰＴ－３ＥＯ」と略称する。
）に変更した以外は、実施例１と同様にインプリント材料ＰＮＩ－Ａ３調製した。本実施
例において、Ａ－ＴＭＰＴ－３ＥＯは（Ａ）成分に該当し、その１分子当たりのアルキレ
ンオキサイドユニットの数は、ＥＯが３個である。
【００５０】
＜実施例４＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＮＫエステルＡ－ＴＭＰＴ－９ＥＯ（新中村化学工業株式
会社製、分子量：６９２）（以下、本明細書では「Ａ－ＴＭＰＴ－９ＥＯ」と略称する。
）に変更した以外は、実施例１と同様にインプリント材料ＰＮＩ－Ａ４を調製した。本実
施例において、Ａ－ＴＭＰＴ－９ＥＯは（Ａ）成分に該当し、その１分子当たりのアルキ
レンオキサイドユニットの数は、ＥＯが９個である。
【００５１】
＜実施例５＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＮＫエステルＡ－ＢＰＥ－２０（新中村化学工業株式会社
製、分子量：１２１６）（以下、本明細書では「Ａ－ＢＰＥ－２０」と略称する。）に変
更した以外は、実施例１と同様にインプリント材料ＰＮＩ－Ａ５を調製した。本実施例に
おいて、Ａ－ＢＰＥ－２０は（Ａ）成分に該当し、その１分子当たりのアルキレンオキサ
イドユニットの数は、ＥＯが１７個である。
【００５２】
＜実施例６＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＮＫエステルＡ－ＢＰＥ－１０（新中村化学工業株式会社
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製、分子量：７７６）（以下、本明細書では「Ａ－ＢＰＥ－１０」と略称する。）に変更
した以外は、実施例１と同様にインプリント材料ＰＮＩ－Ａ６を調製した。本実施例にお
いて、Ａ－ＢＰＥ－１０は（Ａ）成分に該当し、その１分子当たりのアルキレンオキサイ
ドユニットの数は、ＥＯが１０個である。
【００５３】
＜実施例７＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＮＫエステルＡ－ＢＰＥ－４（新中村化学工業株式会社製
、分子量：５１２）（以下、本明細書では「Ａ－ＢＰＥ－４」と略称する）に変更した以
外は、実施例１と同様にインプリント材料ＰＮＩ－Ａ７を調製した。本実施例において、
Ａ－ＢＰＥ－４は（Ａ）成分に該当し、その１分子当たりのアルキレンオキサイドユニッ
トの数は、ＥＯが４個である。
【００５４】
＜実施例８＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＮＫエステルＡ－４００（新中村化学工業株式会社製、分
子量：５０８）（以下、本明細書では「Ａ－４００」と略称する）に変更した以外は、実
施例１と同様にインプリント材料ＰＮＩ－Ａ８を調製した。本実施例において、Ａ－４０
０は（Ａ）成分に該当し、その１分子当たりのアルキレンオキサイドユニットの数は、Ｅ
Ｏが９個である。
【００５５】
＜実施例９＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＮＫエステルＡ－２００（新中村化学工業株式会社製、分
子量：３０８）（以下、本明細書では「Ａ－２００」と略称する）に変更した以外は、実
施例１と同様にインプリント材料ＰＮＩ－Ａ９を調製した。本実施例において、Ａ－２０
０は（Ａ）成分に該当し、その１分子当たりのアルキレンオキサイドユニットの数は、Ｅ
Ｏが４個である。
【００５６】
＜実施例１０＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＮＫエステル１Ｇ（新中村化学工業株式会社製、分子量：
１９８）（以下、本明細書では「１Ｇ」と略称する。）に変更した以外は、実施例１と同
様にインプリント材料ＰＮＩ－Ａ１０を調製した。本実施例において、１Ｇは（Ａ）成分
に該当し、その１分子当たりのアルキレンオキサイドユニットの数は、ＥＯが１個である
。
【００５７】
＜実施例１１＞
　ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＤＰＨＡ（日本化薬株式会社製、分子量：５５２）（以下
、本明細書では「ＤＰＨＡ」と略称する。）４．５ｇにＡ－４００を０．５ｇ（ＤＰＨＡ
とＡ－４００の合計１００質量部の内、１０質量部）、ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３を１ｇ（
ＤＰＨＡ及びＡ－４００の総質量に対して２０ｐｈｒ）を加え、インプリント材料ＰＮＩ
－Ａ１１を調製した。本実施例及び後述する実施例１２乃至１７において、Ａ－４００は
（Ａ）成分に該当し、ＤＰＨＡは炭素原子数２または３のアルキレンオキサイドユニット
を有さない（Ａ´）成分に該当し、ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３は（Ｂ）成分に該当する。
【００５８】
＜実施例１２＞
　ＤＰＨＡ４ｇにＡ－４００を１ｇ（ＤＰＨＡとＡ－４００の合計１００質量部の内、２
０質量部）、ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３を１ｇ（ＤＰＨＡ及びＡ－４００の総質量に対して
２０ｐｈｒ）を加え、インプリント材料ＰＮＩ－Ａ１２を調製した。
【００５９】
＜実施例１３＞
　ＤＰＨＡ３．５ｇにＡ－４００を１．５ｇ（ＤＰＨＡとＡ－４００の合計１００質量部
の内、３０質量部）、ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３を１ｇ（ＤＰＨＡ及びＡ－４００の総質量
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に対して２０ｐｈｒ）を加え、インプリント材料ＰＮＩ－Ａ１３を調製した。
【００６０】
＜実施例１４＞
　ＤＰＨＡ２．５ｇにＡ－４００を２．５ｇ（ＤＰＨＡとＡ－４００の合計１００質量部
の内、５０質量部）、ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３を１ｇ（ＤＰＨＡ及びＡ－４００の総質量
に対して２０ｐｈｒ）を加え、インプリント材料ＰＮＩ－Ａ１４を調製した。
【００６１】
＜実施例１５＞
　ＤＰＨＡ１．５ｇにＡ－４００を３．５ｇ（ＤＰＨＡとＡ－４００の合計１００質量部
の内、７０質量部）、ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３を１ｇ（ＤＰＨＡ及びＡ－４００の総質量
に対して２０ｐｈｒ）を加え、インプリント材料ＰＮＩ－Ａ１５を調製した。
【００６２】
＜実施例１６＞
　ＤＰＨＡ１ｇにＡ－４００を４ｇ（ＤＰＨＡとＡ－４００の合計１００質量部の内、８
０質量部）、ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３を１ｇ（ＤＰＨＡ及びＡ－４００の総質量に対して
２０ｐｈｒ）を加え、インプリント材料ＰＮＩ－Ａ１６を調製した。
【００６３】
＜実施例１７＞
　ＤＰＨＡ０．５ｇにＡ－４００を４．５ｇ（ＤＰＨＡとＡ－４００の合計１００質量部
の内、９０質量部）、ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３を１ｇ（ＤＰＨＡ及びＡ－４００の総質量
に対して２０ｐｈｒ）を加え、インプリント材料ＰＮＩ－Ａ１７を調製した。
【００６４】
＜実施例１８＞
　Ａ－ＴＭＰＴ－９ＥＯ２．５ｇにエポリード（登録商標）ＧＴ－４０１（ダイセル化学
工業（株）製、分子量：６７５）（以下、本明細書では「ＧＴ－４０１」と略称する。）
を２．５ｇ、ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３を０．５ｇ（Ａ－ＴＭＰＴ－９ＥＯに対して２０ｐ
ｈｒ）、ＩＲＧＡＣＵＲＥ　ＰＡＧ１０３を０．１ｇ（ＧＴ－４０１に対して４ｐｈｒ）
を加え、インプリント材料ＰＮＩ－Ａ１８を調製した。本実施例において、Ａ－ＴＭＰＴ
－９ＥＯは（Ａ）成分に該当し、ＧＴ－４０１は必要に応じて含有することができるエポ
キシ化合物に該当し、ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３は（Ｂ）成分に該当し、ＩＲＧＡＣＵＲＥ
　ＰＡＧ１０３は必要に応じて含有することができる光酸発生剤に該当する。
【００６５】
＜比較例１＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＤＰＨＡに変更した以外は、実施例１と同様にインプリン
ト材料ＰＮＩ－Ｂ１を調製した。本比較例において、ＤＰＨＡは（Ａ´）成分に該当する
。
【００６６】
＜比較例２＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＮＫエステルＡ－ＤＰＨ（新中村化学工業株式会社製）（
以下、本明細書では「Ａ－ＤＰＨ」と略称する。）に変更した以外は、実施例１と同様に
インプリント材料ＰＮＩ－Ｂ２を調製した。本比較例において、Ａ－ＤＰＨは（Ａ´）成
分に該当する。
【００６７】
＜比較例３＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＮＫエステルＡ－ＴＭＰＴ（新中村化学工業株式会社製）
（以下、本明細書では「Ａ－ＴＭＰＴ」と略称する。）に変更した以外は、実施例１と同
様にインプリント材料ＰＮＩ－Ｂ３を調製した。本比較例において、Ａ－ＴＭＰＴは（Ａ
´）成分に該当する。
【００６８】
＜比較例４＞
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　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＰＥＴ－３０（日本化薬株式
会社製）（以下、本明細書では「ＰＥＴ－３０」と略称する。）に変更した以外は、実施
例１と同様にインプリント材料ＰＮＩ－Ｂ４を調製した。本比較例において、ＰＥＴ－３
０は（Ａ´）成分に該当する。
【００６９】
＜比較例５＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をペンタエリスリトールトリアクリレート（アルドリッチ社
製）（以下、本明細書では「ＰＴＡ」と略称する。）に変更した以外は、実施例１と同様
にインプリント材料ＰＮＩ－Ｂ５を調製した。本比較例において、ＰＴＡは（Ａ´）成分
に該当する。
【００７０】
＜比較例６＞
　実施例１のＤＰＥＡ－１２をＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＮＰＧＤＡ（日本化薬株式会
社製）（以下、本明細書では「ＮＰＧＤＡ」と略称する。）に変更した以外は、実施例１
と同様にインプリント材料ＰＮＩ－Ｂ６を調製した。本比較例及び後述する比較例７乃至
１３において、ＮＰＧＤＡは（Ａ´）成分に該当する。
【００７１】
＜比較例７＞
　実施例１１のＡ－４００をＮＰＧＤＡに変更した以外は、実施例１と同様にインプリン
ト材料ＰＮＩ－Ｂ７を調製した。
【００７２】
＜比較例８＞
　実施例１２のＡ－４００をＮＰＧＤＡに変更した以外は、実施例１と同様にインプリン
ト材料ＰＮＩ－Ｂ８を調製した。
【００７３】
＜比較例９＞
　実施例１３のＡ－４００をＮＰＧＤＡに変更した以外は、実施例１と同様にインプリン
ト材料ＰＮＩ－Ｂ９を調製した。
【００７４】
＜比較例１０＞
　実施例１４のＡ－４００をＮＰＧＤＡに変更した以外は、実施例１と同様にインプリン
ト材料ＰＮＩ－Ｂ１０を調製した。
【００７５】
＜比較例１１＞
　実施例１５のＡ－４００をＮＰＧＤＡに変更した以外は、実施例１と同様にインプリン
ト材料ＰＮＩ－Ｂ１１を調製した。
【００７６】
＜比較例１２＞
　実施例１６のＡ－４００をＮＰＧＤＡに変更した以外は、実施例１と同様にインプリン
ト材料ＰＮＩ－Ｂ１２を調製した。
【００７７】
＜比較例１３＞
　実施例１７のＡ－４００をＮＰＧＤＡに変更した以外は、実施例１と同様にインプリン
ト材料ＰＮＩ－Ｂ１３を調製した。
【００７８】
［光インプリント］
　インプリント装置は、ＮＭ－０８０１ＨＢ（明昌機構株式会社製）を使用した。実施例
１乃至実施例１８並びに比較例１乃至比較例１３で調製したインプリント材料から作製し
た各光インプリント用膜をパターニング試験した。用いたモールドはシリコン製であり、
パターンは１００ｎｍのラインアンドスペースパターン（以下、本明細書では「Ｌ／Ｓ」
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と略称する。）及び直径１００ｎｍのドットパターン（以下、本明細書では「Ｄｏｔ」と
略称する。）の２種類を使用した。モールドは事前にオプツール（登録商標）ＨＤ（ダイ
キン工業株式会社製）に浸漬し、温度が９０℃、湿度が９０ＲＨ％の高温高湿装置を用い
て１時間処理し、純水でリンス後、エアーで乾燥させたものを使用した。
【００７９】
［スチールウール擦傷試験］
　試験機は大栄精機（有）製を使用し、♯００００のスチールウールを使用した。荷重は
８２ｇとし、そのスチールウールを１０往復させた。
擦傷後の傷本数について以下のように示した結果を表１に示す。
　　０～５本：Ａ
　６～１０本：Ｂ
１１～２０本：Ｃ
２１～３０本：Ｄ
３１～４０本：Ｅ
　４１本以上：Ｆ
【００８０】
　実施例１で得たＰＮＩ－Ａ１をガラス基板上にスピンコートし、シリコン製モールドを
接着させた状態で、光インプリント装置に設置した。光インプリントは、常時２３℃の条
件で、ａ）１０秒間かけて１０００Ｎまで加圧、ｂ）高圧水銀ランプを用いて５００ｍＪ
／ｃｍ2の露光、ｃ）１０秒間かけて除圧、ｄ）モールドと基板を分離して離型、という
シーケンスで行い、Ｌ／Ｓ及びＤｏｔが転写された膜をそれぞれ得た。そしてそれぞれの
膜について、スチールウール擦傷試験を行った。このとき、Ｌ／Ｓについてはラインと垂
直方向に擦傷試験を行った。そして試験後の傷本数を観察した。
【００８１】
　実施例２で得たＰＮＩ－Ａ２を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリント及
びスチールウール擦傷試験を行った。
【００８２】
　実施例３で得たＰＮＩ－Ａ３を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリント及
びスチールウール擦傷試験を行った。
【００８３】
　実施例４で得たＰＮＩ－Ａ４を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリント及
びスチールウール擦傷試験を行った。
【００８４】
　実施例５で得たＰＮＩ－Ａ５を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリント及
びスチールウール擦傷試験を行った。
【００８５】
　実施例６で得たＰＮＩ－Ａ６を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリント及
びスチールウール擦傷試験を行った。
【００８６】
　実施例７で得たＰＮＩ－Ａ７を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリント及
びスチールウール擦傷試験を行った。
【００８７】
　実施例８で得たＰＮＩ－Ａ８を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリント及
びスチールウール擦傷試験を行った。
【００８８】
　実施例９で得たＰＮＩ－Ａ９を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリント及
びスチールウール擦傷試験を行った。
【００８９】
　実施例１０で得たＰＮＩ－Ａ１０を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリン
ト及びスチールウール擦傷試験を行った。
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【００９０】
　実施例１１で得たＰＮＩ－Ａ１１を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリン
ト及びスチールウール擦傷試験を行った。
【００９１】
　実施例１２で得たＰＮＩ－Ａ１２を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリン
ト及びスチールウール擦傷試験を行った。
【００９２】
　実施例１３で得たＰＮＩ－Ａ１３を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリン
ト及びスチールウール擦傷試験を行った。
【００９３】
　実施例１４で得たＰＮＩ－Ａ１４を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリン
ト及びスチールウール擦傷試験を行った。
【００９４】
　実施例１５で得たＰＮＩ－Ａ１５を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリン
ト及びスチールウール擦傷試験を行った。
【００９５】
　実施例１６で得たＰＮＩ－Ａ１６を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリン
ト及びスチールウール擦傷試験を行った。
【００９６】
　実施例１７で得たＰＮＩ－Ａ１７を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリン
ト及びスチールウール擦傷試験を行った。
【００９７】
　実施例１８で得たＰＮＩ－Ａ１８を使用した以外は上記と同様の方法で、光インプリン
トを行った。そしてＬ／Ｓ及びＤｏｔが転写された膜についてそれぞれ１００℃で２分間
の焼成を行った後にスチールウール擦傷試験を行った。
【００９８】
　比較例１で得たＰＮＩ－Ｂ１を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材料を
用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【００９９】
　比較例２で得たＰＮＩ－Ｂ２を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材料を
用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１００】
　比較例３で得たＰＮＩ－Ｂ３を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材料を
用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１０１】
　比較例４で得たＰＮＩ－Ｂ４を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材料を
用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１０２】
　比較例５で得たＰＮＩ－Ｂ５を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材料を
用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１０３】
　比較例６で得たＰＮＩ－Ｂ６を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材料を
用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１０４】
　比較例７で得たＰＮＩ－Ｂ７を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材料を
用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１０５】
　比較例８で得たＰＮＩ－Ｂ８を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材料を
用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１０６】
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　比較例９で得たＰＮＩ－Ｂ９を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材料を
用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１０７】
　比較例１０で得たＰＮＩ－Ｂ１０を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材
料を用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１０８】
　比較例１１で得たＰＮＩ－Ｂ１１を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材
料を用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１０９】
　比較例１２で得たＰＮＩ－Ｂ１２を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材
料を用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１１０】
　比較例１３で得たＰＮＩ－Ｂ１３を使用した以外は上記実施例１で得たインプリント材
料を用いた方法と同様の方法で、光インプリント及びスチールウール擦傷試験を行った。
【０１１１】
【表１】
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【表２】

【０１１２】
　表１の結果から、実施例１乃至実施例１８はいずれもスチールウール擦傷試験後に発生
する傷の本数は１０本以下であり、耐擦傷性が確認された。一方、比較例１乃至比較例１
３はいずれも傷が多数発生し、十分な耐擦傷性は見られなかった。以上の結果から、本発
明のインプリント材料を基材に塗布して得られる膜は、インプリント後も耐擦傷性を有す
るものとなる。
【産業上の利用可能性】
【０１１３】
　本発明のインプリント材料から得られる膜は、固体撮像装置（ＣＣＤイメージセンサ、
ＣＭＯＳイメージセンサ等）、太陽電池、ＬＥＤデバイス、ディスプレイ（液晶ディスプ
レイ、ＥＬディスプレイ等）などの、耐擦傷性が求められる部材を使用する製品（電子デ
バイス）へ好適に用いることができる。
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